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１０月から医療保険制度が改正されます！

①現役並みの所得がある人の自己負担割合が引き上げられます

②高額医療費の自己負担限度額が引き上げられます

　７０歳以上または老人保健で医療を受ける人のうち、現役

並み所得のある人は、医療機関に支払う自己負担割合が引

き上げられます。

　近年、急速に少子高齢化が進み医療費が増え続けています。このような厳しい状況の中でも、国民の安心

の基盤である医療保険制度は将来にわたって維持していかなければなりません。そのため、医療費の自己負

担などを見直し、医療給付費の伸びと国民の負担との均衡を図ります。主な改正点は次のとおりです。

７０歳未満の人

　同じ月内に高額な医療費の支払いを行った場合の自己負担限度額が、下表のように一部引き上げになります。

③療養病床に入院する場合の食費・居住費の負担が変わります

　療養病床に入院する７０歳以上または老人保健で医療を受ける人は、これまでは食材料費相当のみを負担してい
ましたが、今回の改正で食費と住居費を負担することになります。（ただし、難病等の患者については現行どおり）

④出産育児一時金が上がります

　被保険者が出産したときに受けられる出産育児一時金の支給額が、３０万円から３５万円に引き上げられます。

⑤人工透析を要する上位所得者の自己限度額が引き上げられます（７０歳未満の人）
　高額の治療を長期間継続して行う必要がある疾病の場合、１カ月の自己負担限度額は１万円までとされて
いましたが、慢性腎不全で人工透析を要する上位所得者については、自己負担限度額が１万円から２万円に
引き上げられます。

９月３０日までの自己負担限度額（月額）

３回目まで ３回目まで４回目以降

一　般

上　位
所得者

住民税非
課税世帯

一　般

上　位
所得者

住民税非
課税世帯

１０月１日からの自己負担限度額（月額）

※２ ４回目以降

１食当たりの食費

現役並み所得者および一般

９０日までの入院

過去１２カ月で９０日を超える入院

※２

※１

＋医療費が２４１,０００円を超えた
場合、その超過分の１％を加算

＋医療費が４６６,０００円を超えた
場合、その超過分の１％を加算

＋医療費が２６７,０００円を超えた
場合、その超過分の１％を加算

＋医療費が５００,０００円を超えた
場合、その超過分の１％を加算

※１　基礎控除後の総所得金額などが６００万円を超える世帯

※２　過去１２カ月間に支給が４回以上あった場合
７０歳以上の人・老人保健で医療を受ける人

９月３０日まで １０月１日から

９月３０日までの自己負担限度額（月額）

外来（個人単位） 外来＋入院（世帯単位）

現役並み
所得者

現役並み
所得者

一　般

低所得Ⅱ

低所得Ⅰ
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低所得Ⅱ

低所得Ⅰ

一　般

１０月１日からの自己負担限度額（月額）

外来（個人単位） 外来＋入院（世帯単位）

＋医療費が３６１,５００円を超えた
場合、その超過分の１％を加算
（４回目以降の場合、４０,２００円)

＋医療費が２６７,０００円を超えた
場合、その超過分の１％を加算
（４回目以降の場合、４４,４００円)

１日当たりの居住費１食当たりの食費

現役並み所得者および一般

老齢福祉年金受給者

円

円

円

円

低所得Ⅱ

低所得Ⅰ
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